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◇講義名林勝美教授最終講義

◇曰時2010(平成２２)年２月２６曰（金）

１５：００～１６：３０

◇場所国立大学法人熊本大学文・法学部

Ａｌ講義室（２Ｆ）

◇講義国立大学法人熊本大学大学院

法曹養成研究科（法科大学院）

教授林勝美

｢地土成主権と道州市凹の法的問題点」

第１はじめに

１あいさつ

私は、このたび熊本大学大学院法曹養成研究科（法科大学院）を定年にて退職する

ことになりました林勝美と申します。

法曹養成研究科の専任（実務家）教授の他に、熊本大学では法学部の教授（地方自

治法)、大学院法学研究科の授業も、担当してました。

専攻は、地方自治法と公共政策法務であります。

今曰の最終講義のテーマは、「地域主権と道州制の法的問題点」を取り上げておりま

す。このたびのこの講義、平成１４年４月ｌ曰付で当時法人化の前であった国立大学の

熊本大学法学部教授に採用され、辞令交付を受けた曰の出来事、昨曰のように思い出

されます。

私が、公募により熊本大学法学部に地方自治法専攻の教授として採用きれました経

緯、その間、大変お世話になりました方々に対しますお礼は、私の略歴を申し述ぺた

後に触れたいと思います。また、熊本大学法科大学院の設置の秘話とも言うべき話で

すが、ここに来賓でみえておられます原田卓弁護士を法科大学院の実務家専任教授に

依頼するため、当時の吉田勇法学部長、中川義朗教授、原田卓弁護士と私を入れて４

人が、「くすのき会館」で会議したことは、忘れることができません。

このことにつきましても私の略歴を申し述べた後に触れたいと思います。

ざらに、右も左も全く分からなかった私を、当時１階にありました法学部の「研究
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会室」で、当時法学部評議員でありました、現在、熊本大学の理事の職にあります森

光昭教授と、現在、熊本学園大学教授に転出きれました中川義朗教授のお二人に親切

丁寧に教えていただいたことは、今でも忘れておりません。感謝の念でいっぱいです。

加えまして、熊本出身の早稲田大学、大浜啓吉教授（行政法）の身に余るご指導を

受けたことが、熊本大学への道につながったことを、今ここに思い浮かべて、心から

の感謝を捧げたいと思います。

２私の略歴

(1)１９４４年（昭和１９年）９月２８日

棒茉騨iiIfﾉﾄﾞ<i1ii所生まれ

（２）別紙資料に略歴を記載しておりますので、ご参照〈だきい。

（３）別紙資料にもありますように、熊本県全体で、「全国樺太連盟」の会員は、一般

会員６名、終身会員は、私の1名合計７名です。

（４）略歴にも触れていますが、私の熊本大学への道は、東京都庁法務部での長年の訟

務実務経験があったればこそと思っております｡特に都庁法務部勤務を勧めていた

だいた石葉光信法務部長（弁護士・故人）には、この場をお借りして、感謝の誠を

捧げたいと思います。

３最終講義の位置づけ

（１）私は、道州制に関しては、すでに著書（単行本）として、『道州制問題の法的視

点』（ぎようせい、２００８年１２月発行・２００９年１２月第２刷発行）を出版しており

ます。この著書につきましては、全国町村会会長を始め、町村自治体関係者の皆

様から多大な反響をいただき、深く感謝しております。

園部元最高裁判事、井戸兵庫県知事や嘉田滋賀県知事始め多くの識者の方々か

ら著書について過分なる評価を頂いておりますこと、感謝申し上げます。

この単行本の前に、「道州制問題と地方公共団体」『熊本大学地域連携フォーラ

ム叢書地域を創る』（成文堂、2004年発行）でも、この道州制について述べてお

りますのでご参照お願いできればと思っております。

この道州制の件につきましては、本年（平成２２年）１月２５曰、福岡県町村会長

から依頼を受け、「平成２１年度福岡県町村長セミナー」の講師として「地域主権

と道州制の法的問題点」を講義しました。この件につきましては、熊本日曰新聞
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の「主張提言」に、私が投稿し、掲載されております。その元になる投稿原稿と

掲載の新聞記事を、別紙資料として添付しております。

（２）ところで、この最終講義は、当然のことですが、私の熊本大学での最後の講義

となります。

本曰、配布いたしました講義資料は、「レジュメ」と「講義資料」を一体として

まとめたものであります。これらの内容は、憲法の保障する「学問の自由」の範

囲内の内容のものとして、林勝美の責任のもとで作成・配付したものであること

を、まずもって、ご了解お願いいたします。

（３）この講義資料の内容について、一言申し上げます。

退職時期が近づくにつれ、何とか少しでも内容のあるものをと、考えておりま

したが､時間もなく、全くお恥ずかしい極めて不十分な内容になりましたことを、

お許し願います。

（４）次に、私の著書『道州制問題の法的視点』を、熊本大学大学院社会文化科学研

究科科長高橋隆雄教授に謹呈しましたところ、高橋科長から、的確かつ厳しい

ご指摘と同時に、温かいご指導をいただきましたことを、肝に銘じて、今後、研

鑑を重ねて他曰を期したいと思っております。

高橋隆雄社文研研究科長には、この場をお借りして厚くお礼申し上げます。

第２現政権における、地方分権Ｃ復権）・
地域主権についての姿雲参

１地域主権についての発言・行動等の経緯

（１）平成２１年11月１７日の閣議決定により、「地域主権戦略会議」が別紙資料の通

り設置されました。その会議の構成員は、別紙資料のとおりです。

（２）この「地域主権戦略会議」の設置に先立って、平成２１年１０月３０日には、総務

省顧問（地域主権関係）が別紙のとおり発令きれました。

（３）そして、別紙資料の地域主権戦略の工程表（案）【原口プラン】及び別紙資料の

地方分権改革推進計画（案）を基に、地域主権を進めるとしております（別紙資

料基本方針（抄）・平成２１年９月１６曰閣議決定参照｡)。
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（４）ここまでで、注意すべきは、総務省顧問のうち、上田埼玉県知事、中田宏前横

浜市長、橋下大阪府知事、古川佐賀県知事、松沢神奈川県知事、山田宏杉並区長

等のメンバーは、いずれも道州制の導入賛成論者であります（特に、橋下知事、

松沢知事は別紙資料のとおり極めて積極的な道州制導入賛成論者であります｡)。

（５）これに反して、この名簿のメンバーのうち、明確に道州制の導入について、消

極的姿勢をとっているのは、嘉田滋賀県知事等と少数メンバーにすぎません。あ

まりにも、公正・公平を欠いた人選と言わねばなりません。厳しく批判するもの

であります。

（６）さらに、別紙の地域主権戦略会議の名簿を見ても、なぜ、道州制積極賛成論者

の上田埼玉県知事や橋下知事を構成メンバーにしているのか疑問と言わねばなり

ません。

（７）それよりも、そもそも原口総務大臣は、別紙資料のとおり、以前は「中央政府

が持つ政策決定権限や財源を約三百のユニット（基礎自治体）に移す｡」と明言し

ていたのです。このような考えは、別紙資料の、民主党小沢一郎氏と榊原英資氏

が「一つは中央政府、あとは基礎自治体に全部やってもらう｡」という対談（『政

権交代』２１０頁参照｡）内容と同じ主張なのです。このような見解は、別紙資料の

とおり､2009年３月１４日開催の民主党北海道連の政治セミナーでも榊原英資氏は、

「300ぐらいの基礎的自治体と国の二層制に」と発言しています｡原口総務大臣は、

このような見解を現在も有していると理解してよいのですか。地域主権とどのよ

うに結びつくのか、憲法上許されるのか、明らかにすぺきです。

２平成２１年の衆院選挙中の民主党の政策

（１）平成２１年の衆院選挙中には、自民党、公明党が「地域主権型道州制」を目指し

て、「道州制基本法」の早期制定を訴えていたのと対照的に、民主党は、あえて、

道州制採用を全面的に打ち出さない政策をとったことは周知のとおりです。

（２）ところが、政権与党となった途端に、別紙資料のとおり原口総務大臣から日本

経団連側に対する提案に基づき、道州制推進に向けた、総務省と曰本経団連の「道

州制検討チーム」が設置されたということは、どのようなことなのか、理解に苦

しむものであります。

（３）そして、このような対応に応じて、その後の平成２１年１２月１７日、別紙資料の
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とおり千代田区の「経団連会館」において、日本経団連、経済同友会、日本商工

会議所の財界３団体が「地域主権と道州制を推進する国民会議」を発足きせ、道

州制採用の取り組みの強化を確認していますが、このことは、民主党の基本的政

策に反しているのではないかと考えるものであります。

（４）付加して申し上げれば、平成２１年５月１４日、大手町の経団連会館で、経団連

側からの要望により開催きれた、自民党との「政策懇談会」において、自民党推

進本部長を兼ねる、保利耕輔政調会長は、経団連側が求める道州制について、「党

内で好きな方が何人か集まって検討している程度。一般の議員は道州制が何か、

認識すらない｡」(別紙資料参照｡）と一蹴したとの報道がなきれています｡そして、

この席には、園田博之政調会長代理及び与謝野馨財務金融経済財政担当相が参加

（いずれも当時の肩書き）していたと報道きれています。自民党道州制推進本部

長を筆頭とする自民党の幹部ですらこのような、認識であったにもかかわらず、

衆院選挙で勝利し、民主党中心の政権下で、自民党以上に道州制採用について積

極的政策をとることに対して、厳しい批判をするものです。

（５）このような姿勢は、橋下大阪府知事が曰本経団連の御手洗富士夫会長と、平成

２１年７月２５日長野県軽井沢町のホテルで対談し、道州制を国民的な運動として盛

り上げていくことで一致したとの報道があり（別紙資料参照｡)、その席上で、御

手洗会長は、道州制について、「国が長期的な構想を持ち、国民の理解を引き出す

ことが重要だ」と指摘し、ついで、橋下知事が、「道州制に触れないと政治家とし

て生き延びることができないくらいに、国民運動にしないといけない」（別紙資料

参照｡）と応じた旨、報道きれていますが、人気があると言われる知事や、経済団

体の会長職にある者のこのような言動も、民主党の政策に影響しているのか、伺

いたいものであります。

（６）ざらに言えば、年が改まった平成22年１月１日（金曜曰）発行、日本経済新聞

３７面､特集｢次の１０年へ未来を読む」の記事には､次のように記述きれています。

すなわち、「そもそも道州制の本家は自民党ではなく、民主党だ。鳩山由紀夫首

相が民主党代表だった2000年６月の衆院選では『全国を１０程度の道州と１０００程

度の市に再編する』と公約に明記していた。当時、鳩山氏は『道州制は公約の一

丁目一番地だ』と繰り返し発言している。『国と300程度の基礎自治体』からなる

２層制が持論の小沢一郎氏が代表になり、０７年７月の参院選で『道州制」という

言葉は消えた。しかし、代表が再び鳩山氏になったことで、０９年夏の衆院選では

『将来的な道州の導入も検討する』と半分復活している｡」（別紙資料参照｡)。

この報道のような、道州制の導入について、進める見解に立つことは、許され
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るものではありません。

（７）また、民主党の野田財務副大臣、前原国交大臣、原口総務大臣の出身母体であ

る松下政経塾を、３０年前に創設した松下幸之助氏は、廃藩置州を唱え、江口克彦

氏（ＰＨＰ総合研究所社長＝退任予定＝別紙資料参照｡）によれば、「松下幸之助

氏は昭和４３年に「廃藩置州』を唱え、私に実現を託しました。日本の将来がかか

る道州制の実現に専念したいのです｡」（別紙資料参照｡）と報道されていますが、

松下政経塾出身の民主党議員（松下政経塾出身の自治体の首長、地方議会の議員

も同様）は、道州制賛成論者がほとんどであるから、これも、国民・住民の皆様

は、決して忘れないようにしなければなりません。

（８）このような、政治状況を反映して、逢坂誠二内閣総理大臣補佐官は、「先行的に

一括交付金や道州制のようなものを実施したいという地域の希望があれば、戦略

会議の中で話し合っていきたい｡」（2010年１月号・ガバナンス、ぎようせい発行・

’７頁２段目、４行目。別紙資料参照｡）と発言しております。

しかしながら、逢坂誠二氏が、補佐官就任以前の民主党議員当時は、私の著書

『道州制問題の法的視点」２８頁に記述しているように、道州制に対しては厳しく

批判していたのです（別紙資料参照｡)。

そこで、逢坂誠二内閣総理大臣補佐官に伺いたいが、道州制に対する批判は、

現在どうなったのか、明確に、かつ、正確に返答いただきたいものであります。

３民主党代表に対する意見及び提言書について

私は､これまで２回にわたって(平成２１年４月２０曰付け､平成２１年７月ｌ曰付け)、

別紙のとおり民主党代表宛、「意見及び提言書」を、書留・速達・配達証明付きで送付

しております。

その内容は、別紙資料から明らかなように、道州制に反対するものであります。

この「意見及び提言書」の内容は、読んでいただければお分かりのようにかなり激

しいものであります。民主党から正式なご返事はいただいておりませんが、その後の

対応、政策内容を見ると、道州制積極採用論を展開する公明党やみんなの党に対する

国会答弁（平成22年２月２曰（金）の鳩山由紀夫総理答弁（公明党井上義久議員に対

する同日１４時５１分頃の答弁、みんなの党渡辺喜美議員に対する同日１６時５５分頃の

答弁)、原口一博総務大臣答弁（みんなの党渡辺喜美議員に対する同日１７時１２分頃の

答弁)）から判断して、道州制導入ありき論に立っているものでないことを明確にして

います。

この点に関しては、私も一定の評価をするものです。
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ところで、みんなの党渡辺喜美議員は、平成２２年２月２曰（火）１６時４３分頃、衆

院での代表質問で、地域主権型道州制をなぜ採用しないのかと怒声を張り上げて鳩山

総理と原口総務大臣に詰め寄っていましたが、聞いていてあまりに見苦しく、厳しく

批判きれるべきものであります。

その代表質問の内容の概略は（道州制に関するもののみ)、

・道州制ビジョン懇談会を消滅させたことを批判する。

・江口克彦氏の教えを受けた松下政経塾出身の民主党の議員は、道州制の実現を目

指して立ち上がらないのか。

・原口大臣いかがですか。

という内容のものでありました。

「公明党」にしても「みんなの党」にしても、憲法論及び住民自治論の法的な検討

を十分にすることもなく、「地域主権型道州制」なる中身の不明な「入れ物」を先行し

て採用すべきと主張することは、国民に対して誤ったメッセージを送るなにものでも

ないと考えます。地に足を付けた憲法論､住民自治論を展開してもらいたいものです。

そうすれば、私の著書を読むまでもなく、憲法上都道府県は、保障されていること

がお分かりになるでしょう。そして、道州制の採用は、憲法を改正しなければ憲法違

反になることもまた理解されることと思います。

第３云丘時の道州市皿の動き

12009年夏の衆院選直前の各党のマニフェスト

各党のマニフェスト（政権公約）を見ると、現在の都道府県を廃止して平均して一

千万人以上の人口となる「道州制」の採用を掲げているのは、自民党、公明党、国民

新党、みんなの党であり、明確に道州制に反対しているのは、共産党、社民党、新党

曰本であります（別紙資料参照｡)。

民主党の当時の岡田克也幹事長は、橋下大阪府知事との対談で「３０万人の市ができ

て、政令市並みの権限を移すと都道府県はやることがない。くくって州にするのは歓

迎だ｡｣、「近畿の知事をまとめておれにやらせろと具体的に言ってもらえば、我々は乗

つかる」（別紙資料参照｡）と報道されています。

２松沢神奈川県知事以外１２名の動き

全国町村会・全国町村議会議長会が「町村の存在を否定する道州制の導入に断固反

対する」との正当かつ切実な声明をも無視して、松沢神奈川県知事が代表して、各政
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党（自民党、公明党、民主党）に対して、道州制の採択をマニフェストに盛り込むよ

うに要請文を手渡した（同調した知事は、松沢知事の他、高橋北海道、石井岡山県、

加戸愛媛県、村井宮城県、上田埼玉県、川勝静岡県、横内山梨県、橋下大阪府、古川

佐賀県、蒲島熊本県、東国原宮崎県、仲井眞沖縄県の計１３名の知事である｡)。

この点に関しては、別紙資料の「熊本自治基本条例（案）について」（熊本法学第１１７

号１１８頁）で厳しく批判しております。

また、松沢知事、橋下知事及び東国原知事に対しては、別紙資料に添付しました私

の著書の「あとがき」でも厳しく批判していますので、ご参照ください。

ｓ松沢神奈川県知事、橋下大阪府知事及び東国原宮崎県知事の発言

松沢神奈川県知事､橋下大阪府知事、東国原宮崎県知事は、道州制の積極的採用を、

別紙のとおり、月刊雑誌「ガバナンス｣、「Ｖｏｉｃｅ」等にて、発言しているところ

であります（東国原宮崎県知事は他に別紙資料のとおり月刊雑誌「新潮４５」でも道州

制導入を発言している｡)。

４蒲島熊本県知事及び姜尚中東大教授の発言

蒲島熊本県知事は、憲法論、住民自治論についての検討をすることもなく、「道州制

は地方分権の究極の姿」（平成２１年７月１７曰・熊本日日新聞夕刊・１面参照｡）である

と発言をし、また、道州制の州都については、「まあ一種の狂気というのですかね、そ

れが大事だと思います。・・・・中略・・・・だから狂気ともいうべき情熱をもって州

都を言い続けているのは、丁度良いのではないでしょうか｡」（別紙資料、くまもと経

済別冊・くまもと経済ＥＸ2009.31頁参照｡）と、あまりにも不見識とも言うぺき発言

をしていることに対して、厳しく批判するものであります。

同様に、姜尚中東大教授も、顔写真入りで曰経新聞に「宮崎県の東国原英夫知事の

ような人が九州の『州長」に」と、道州制積極採用論を主張していますが、厳しく批

判するものであります（曰経新聞、２００８年１０月２４曰、九州経済Ａ、３７面参照。別紙

資料｡)。

５朝日新聞「私の視点」ヘの投稿

私は、このような道州制の積極導入論者に対して、別紙のとおり、朝日新聞の「私

の視点」に以下の点を問うべきであるとの、投稿をしています。

すなわち、

①一千万人を超える人口の道州は、アメリカやドイツの州の２倍近くになるが、こ
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れは憲法上の地方公共団体と言えますか？

②これまで47都道府県知事は、誰一人、リコールで罷免された人はいないが、はる

かに人口の多い道州で、憲法第９２条で保障される住民自治について、具体的に住民

の罷免権は、どのように保障きれるのですか？

③都道府県制は、市町村と同様に憲法上保障されたものであることは、憲法制定経

緯を調査・研究すれば明らかなことであるのに、あなたは、何を根拠にして、道州

制は憲法に違反していないと主張するのですか？

④府県よりも広い面積の自治体を、事実は強制に近い合併を強引に進めて誕生きせ

ているが、このように、府県よりも広い自治体では憲法上の住民自治が満足に働く

と考えますか？道州は、これよりも遙かに広大なものになりますが、明らかに憲

法に違反しませんか？あなたは、どのように考えますか？

このように、文章を提出しているのです。

ここで申し上げたいのは、道州制の積極導入論者に対して、知事であろうが学識者に

対してであろうが、上記の①～④までの質問を厳しく、かつ、言い逃れができないよう

に、厳しく追求すべきであるのに、新聞紙面等にこれらの点について記述等がなされて

いないのは、いかがなものかと考えるものであります。

この点については、私の著書『道州制問題の法的視点』２３頁で、西曰本新聞社に対

する批判として、厳しく指摘しているところであります。

各マスコミは、道州制のような国の将来のあり方につながる重要問題については、

タスクフォースやプロジェクトチームをしっかり組んで、限界のある個人の記者にま

かせることなく、対応願いたいと思います。

しかしながら、何度も言うようですが、西曰本新聞のように、道州制導入ありきで

報道姿勢を固めているマスコミに対しては、厳しく批判するものであります。

６憲法の視点に立った知事発言について

憲法の視点に立った正しい見解を述べておられる知事もいますので、記述させてい

ただきます。

井戸兵庫県知事、嘉田滋賀県知事、西川福井県知事であります。

この３知事の見解につきましては、私の著書「道州制問題の法的視点』14-15頁に

記載しております。

井戸知事は、今なすぺきことは、現行府県制度下における分権改革の推進であって、
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「道州制といった架空の制度の議論に力を注ぐことではなく、まずは、現行府県制度

の下で、国から地方への権限と税財源の委譲を進めることであると私は信じている｡」

（井戸敏三「道州制に疑念あり」都市問題第９８巻８号・’８頁参照｡）と、問題の本質

を論じています。

このことの意味を、地方行政に携わっている首長等関係者は、深く耳を傾けるべき

でありましょう。

特に、東国原英夫宮崎県知事は、平成１９年１１月１６日（金）のＮＨＫ総合テレビ２０：

３７頃の発言で(筆者がテレビではっきり聞いている｡)、｢九州総力戦(全員参加の自治)」

と書いたフリップを掲げて、「これからは道州制でやらなければ立ち行かないであろ

う｡」と、安易に道州制採用を声高に叫んでいたが、これに対しては、厳しく批判して

おきます。

いずれにしても、省益に拘泥する中央省庁が強固に反対して、権限を手放さないな

らば、単に国の出先機関の仕事を道州に移すということだけに終わり、機関委任事務

の復活どころか、道州が国に隷属するという官治型の道州制、集権型の道州制の構図

をつくり出されることは明らかであります。

どこに「州都」を置くとか、わが県が「州都」として適地であるとか、このような

表層的な議論ばかりが先行しているようでは、地方自治の瓦解すら招きかねないとい

うことなのです。

本年以内に、国の出先機関の受け皿として、「関西広域連合」設置の報道が別紙資料

のようになされていますが、拙速であり、反対です。

７道州制導入を推し進める力の源について

私は、著書を書くに当たって、道州制の歴史的経緯を調べる中で、私なりに、その

答えに行きついた点があります。

このことについては、すでに多くの関係者は、気が付いていることかと思います。

しかしながら、いろいろな諸要因から、真正面から触れられてこなかったことが、一

般の国民・住民は、知り得なかった又は気が付かなかった点ではないでしょうか。

それは、別紙資料の「経産官僚が仕掛けた電力改革『発送雷分離』は時を経て蘇る

のか」（朝曰新聞グローブ、2009年１０月５曰（月）第25号参照｡）の報道記事の中に、

その主な答えは見つかります。

その記事には、「曰本列島を９地域に分割し、それぞれの電力会社が発電から送電、

配電（小売り）までを独占する。・・・・中略・・・・各電力会社は、その地域の経済

団体トップをほぼ独占した。力の源泉は、発電から送電・配電まで一貫して担う『発

送電一体」にあった。発電所や送電線などの巨額の設備投資と燃料調達を前に、重電

メーカーや商社など多くの取引先がひれ伏した｡」という指摘がその答えであります。
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九州において、何がなんでも道州制を進めている「九州地域戦略会議」の中心的存

在は、どの組織でしょうか。九州電力そのものであります。

名前は、ここでは触れませんが、各大学の学長の中には、道州制導入積極論者が多

く見受けられます。今少し、冷静に原点に立ち返って法的な側面からも検討すべきで

ありましょう。

それよりも何よりも、新聞・マスコミ関係者は、勇気を持って的確な報道をすべき

であります。

第４第２Ｓ地方帝皿度調三三会=答申の概要

「道州帝[]のあり方に関する答申について」

Ｃ平亘成１８年２月２Ｓ曰）

lこの答申の概要につきましては、別添資料にありますように、答申の本文、道州

の区割りを載せておりますので、これを参照し、これにより説明いたします。

２また、この第２８地方制度調査会答申が出る以前ですが、兵庫県知事井戸敏三氏

が「地方分権道州制より府県に任せよ」（平成１８年２月１０曰朝日新聞１６面私

の視点）で、道州制について、別紙資料のとおり批判しております

３井戸知事のこの紙面と同じ「私の視点」で、大阪市立大学教授加茂利男氏が

「市町村合併道州制目的には疑問」（平成１８年１月２０曰朝曰新聞１２面）と題

して、別紙資料のとおり道州制について、批判をしております。

４この第２８地方制度調査会答申が出された後に、嘉田滋賀県知事は、「道州制

地方分権の実現が先だ」（平成２０年９月１８曰・朝日新聞、「私の視点｣）で、道州

制ありきの考えに対して批判しております。

第５最近の文南犬について

重要かつ、最新の文献を掲げていないものもあります。この点につきましては、時間

の関係もありご容赦お願いいたします。

ｌ戦前の道州制論、最近の道州制論、憲法による地方自治の保障と道州制論を含め

て、詳細に紹介しているのは、全国知事会『地方自治の保障のグランドデザインⅡ
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－自治制度研究会報告書一』（全国知事会､平成１８年１２月)83-115頁であります。

この報告書により、憲法上の問題点を含めて理解できます。

２西尾勝『地方分権改革」（東京大学出版会、2007年７月発行）144-171頁。

１９９５年から２００１年に至る通算６年間、国の「地方分権推進委員会」の委員及び

行政関係検討グループの座長として、分権改革に深く参与してきた著者によるもの

であり、参考になります。ただ、後述するように憲法の理解において見解が異なる

記述がありますので（147頁後ろから４行目―その頁最後の行までの文章｡）その点

については、批判を加えたいと思います。

３上野眞也「政令指定都市と道州制」『熊本大学２１世紀地方自治叢書１地方分

権と政策」（成文堂、２００７年２月発行）４５－８８頁は、これまでの政令市へ向けた熊

本市の取り組み、九州における道州制の論議の紹介及び道州制の問題点をも含めて

論述きれています。

４石和田二郎・山本國雄「道州制論議の動向と課題」『熊本大学政創研叢書１

政令指定都市をめざす地方都市』（成文堂、２００７年３月発行）183-211頁は、道州

制の論議と動向等について論述されています。

５金井利之『自治制度』（東京大学出版会、２００７年）

６佐藤俊一『日本広域行政の研究一理論・歴史・実態一』（成文堂、２００６年）

７林宣嗣十２１世紀政策研究所［監修］『地域再生戦略と道州制』（日本評論社、

２００９年）

日本は、法の支配のもとにある訳だから､憲法論、住民自治論の検討も踏まえて、

道州制採用については、法的側面からも考察して、その是非を論ずべきものと考え

ます。しかしながらこの文献は、そのような考察はしていないものであります。

第６府県の位旦置づけ

明治１１年の府県会規則以来、今曰まで府県は、単なる「行政区画」としての位置づ

けではなく、明治１３年の東京府会での起債の議案の議決の例をみるまでもなく、法人

としての実態を有していたことは明らかなことであります。この点、認識を改めるぺき

でありましょう。
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この点につきましては、すでに私が「道州制問題と地方公共団体」『地域を創る』（

成文堂.2004年発行）153-172頁で述べております。

○

以下の文献も拙稿の中に記載して説明しておりますので、参照していただきたいと

思います。

地方自治百年史第一巻３５５頁。

藤田武夫「日本地方財政発展史」４２頁貴族院で、政府委員としての

中央報徳会「府県制５０年を語る」１９－２０頁（Ｓ１６年発行）

東京府史行政篇第一巻８９５頁

東京府史府会篇第二巻５６頁

安井英二「地方制度講話」８８頁

入江俊郎「府県論」『自治制発布５０周年記念論文集」４９１頁

、清水澄「国家學第二編行政篇上巻下」１１３７頁

以下、略一

第７者匠道府県の憲法上の位置づけについて

１憲法上の地方公共団体とは

マッカーサー草案「府県知事、市長、町長、徴税権を

有するその他一切の下級自治体」列挙を止めて「地方公

共団体」と書かれれば、このような自治体を含むと見る

のが、立法者の意思に合致するものとする考え。

○立法者意思説

○沿革・共同体意識説 その地域の住民が共同体意識の上に自主的な地域共同

体としての社会的実態を歴史的かつ、現実的に備えてい

ることであるとする考え。
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「地方自治の本旨」という条件があるにすぎず、地方公

共団体の組織及び運営はすぺて法律の定めるところに

よるとする考え。

○法律による基準説

２憲法制定当時の立法担当者の言

（１）入江俊郎「憲法と地方自治」『地方自治２０周年記念自治論文集』（１６頁（地

方自治の本旨)）別紙資料参照。

（２）佐藤達夫「憲法第八章覚書~その成立の経過を中心として－」『地方自治論文集』

（４０頁（地方自治の本旨の記述は入江に比較して不正確、注意必要｡）、３８頁､３９

頁（佐藤の個人的な言でありここは注意を要するところです｡)、４４頁（極東委員

会の件、ここも重要であります｡)）

３憲法制定当時の都道府県の位置づけに関する検証

）田中二郎発言「第一部地方自治制度の形成」中、「４憲法上府県は地方公共

団体に含まれるか」『地方自治二十年』（評論社、昭和４５年）７４－７７頁。

ここでの田中教授の発言で重要な点は、分権化して民主化しなくてはなら

ないと考えた本体は、市町村ではなく「府県」にあったものであることは、

明らかであるという事実であります。したがって、地方公共団体と漠然と直

したなどと読める佐藤達夫氏の言は､事後的な記述とはいえ(上記『地方自治

論文集』３９頁）厳しく批判されなければなりません｡私の著書にも記述しま

したように、ここのところは極めて重要なところであります。昭和２６年５

月１日のリッジウェイ司令官の声明から始まった逆コースの中で､知事官選

を強行しようとして議会での内閣法制局長官の答弁の根拠ともなっている

のです｡すなわち､府県は憲法上に保障されたものではなく、知事を公選とす

るかどうかは立法政策によるとする､あの見解であります(別紙資料参照｡)。

これが政府の見解として今日まで続いていて、都道府県は憲法上保障きれ

ていないという根拠ときれているのであります。すでに述べたところから明

らかなように、これは事実を無視したか、又は事実を歪めた疑いがあるとい

うことであります。

この内閣法制局長官の出した、政府見解としての主張に対して、賛同する

研究者の見解も存在しますが、このような見解は、今一度厳しく吟味する必

要があるのではないでしょうか。

（参照：田中二郎発言上記『地方自治二十年ｊ７５頁後ろから８行目｡）

(１）
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この点につきましては、私の著書を参照願います。

○逆コースのことは、

①京都府政府研究会編『戦後における京都府政の歩み』（汐文社.1973年）４５５２

－４１７頁参照。

②地方自治百年史編集委員会編『地方自治百年史第二巻』（地方財務協会・平

成５年）404-417頁。

（２）地方自治の本旨についての考察の経緯

現憲法第９２条に規定されている「地方自治の本旨」の文言は、明治２１年の

市制、町村制の上諭にある「隣保協同の精神」ではなく広域地方自治体である府

県を含めて「地方自治の本旨」との文言に定め、これを新しく創設している事実

を見落としてはならないのであります。

別紙参考資料として配付しております『地方自治２０周年記念自治論文集』１６

頁をもう一度、ご覧になってください。

この点について、私は、極めて重要な事実として、重視したいのであります。

私は、この立法の経緯・事実にもっと光を当てるぺきであると考えます。

市町村と府県を含めて「地方自治の本旨」という文言が、マッカーサー草案で

はなく、入江俊郎・佐藤達夫の曰本人グループの手によって、創設きれたという

事実こそ、重きをなすぺきでありましょう。

このようなことから、私は、結論のところでも述べますが、都道府県の廃止を

前提としているこの道州制案は、明らかに憲法に違反するものであると、強く主

張したいのです。

４都道府県の憲法上の位置づけに関する学説

この学説の紹介は、樋口陽一・佐藤幸治・中村睦男・浦部法穂共著『注釈曰本国

憲法下巻』（青林書院・１９８８年）1387-1390頁参照。

①二段階保障積極説（第一の説）

小林武『地方自治の憲法学』（晃洋書房・2001年）９－１０頁。
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｢地方自治の本旨を侵害するような都道府県の再編成までも許容するこ

とになってはならない｡」と主張する。

②二段階制立法政策説（第二の説）

③二段階制と断定はしないが府県の廃止が「地方自治の本旨」に反する場合は憲法

上許きれないとする説（第三の説）

５筆者の見解

私は、結論から言えば、①二段階保障積極説（第一の説）をとるものです。

なぜならば、

（１）立法当事者の直接証拠を重視すぺきであるということです。上記の田中二郎教

授の見解が当時のＧＨＱとの交渉経緯等から判断して正しいものと考えます。ま

た､内閣法制局の入江俊郎氏・佐藤達夫氏の曰本人グループが、「地方自治の本旨

」という、市町村だけでなく、府県をも含んだ概念を創設したという、この事実

の重みを再評価すべきであると考えます。

（２）これまで、道州制の議論は、経済優先、右肩上がりの経済成長の中で、資本の

論理優先のもとでなされてきた嫌いがあり、住民の目線に立って、直接請求等の

住民の権利の実質的確保という、住民自治の視点に欠けるところがあったという

べきであります。

ところで、入江俊郎氏は、上記論文において、「府県の設置が憲法上の絶対的

要請であるとは、現行憲法制定当時から考えていなかった｡」（同⑰頁）との記述

をしておりますし、また、別の論文では府県を廃止して広域行政機関として「地

方」の創設を提唱していますが（入江俊郎「府県と広域行政機関」『地方自治論

文集』（地方財務協会・昭和２９年、１３７頁以下｡)、これは憲法制定当時の事実と

は全く別であり、事後になっての個人的見解・個人的評価を述べたものに過ぎな

いものと位置づけられます。

あくまで重視すべきなのは、憲法制定時の立法経緯上の事実なのであります。

入江俊郎氏のその後の、時間を経過した後の個人的評価を重視すぺきではないの

であります。このような経緯から言っても、府県は憲法上の公共団体であること

は明らかなのであります。
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（３）憲法制定時の審議録等

①道州制について、慎重な答弁をしております。

内務大臣大村清一（田原春次議員に対する答弁）

逐条曰本国憲法審議録第三巻７０９頁乃至７１１頁

地方自治法の審議当時内務大臣の答弁資料道州制を否定

（改正地方制度資料第二部385-386頁）

②憲法調査会第三部会報告書

太田正孝委員他 道州制を施行するためには、憲法上地方公共団体

は市町村のみを指称することを明確にする必要

がある。

この①､②の事実からも、府県が憲法に含まれていると考えられていたこ

との証左であります。

（４）俵静夫「地方性と憲法問題」府県制度改革批判３１頁以下参照。

「府県という名称をあげていないというだけで、府県は廃止しても憲法上許き

れるとする形式論を用いるならば､同じ論法をもって､憲法は市町村という名

称をあげていないから市町村を廃止して妨げないということができるであろ

う。しかしながら、いかなる形式論者も憲法が市町村の廃止を許容していると

は考えないであろう。それは、暗黙のうちに､市町村は、明治以降基礎的自治体

として長い歴史をもち自治体としての社会的実体を備えていると認めるから

であり、これを廃止して地方自治の本旨を実現することはできないと考えるか

らである。明治から今曰まで、府県と市町村という団体によってながく地方自

治を行ってきたという事実を当然予想して憲法ができていることは当然のこ

とというべきである。マ草案において長の直接選挙を定めた規定において府県

は､そこで明らかに憲法上の地方公共団体として考えられていたのである｡」

この俵教授の見解については、傾聴すぺきものであります。

（５）兼子仁・村上順「地方分権」憲法問題叢書３．２１頁、弘文堂・平成７年発行

（６）昭和３９年７月の憲法調査会第三部会報告書
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憲法を改正して、９２条に地方公共団体の「種類」も加えて、いかなる種類を

認めるかは法律によることを明文で規定すぺき（大石義雄委員等）であると発

言していることは、取りも直さず、現在の憲法が府県についても、憲法上保障

きれていることを認めているからこそこのような発言になるのであり、府県が

憲法上保障されていることの証左であると考えます。

（７）現在は、自民党新憲法草案にて、道州制を置く改正案を策定済みであります。

すでに、衆議院憲法調査会最終報告書にも、道州制を置く改正案が策定済であ

る事実を、国民は知っているのでしょうか？

このことは、道州制の条文を設けるためには、憲法改正をしなければ、現憲法

に違反するとの認識を有していることの証左と考えます。

また、すでに私の著書で述べたところですが、当時の、松下電器産業副会長が

平成１９年７月１１曰（水）熊本ホテルキヤッスルで基調報告をした際のことです

が、道州制の採用のために、自民党に対して憲法を改正していただきたいとの要

請をした事実を、述べています。この松下電器副会長の発言内容からも、道州制

採用のためには憲法改正が必要であるとの認識を有していたことが､伺われるも

のであります。

（８）立教大学の磯部力教授(前：都立大学法学部長）は、「わが国の社会に十分に

定着している市町村と都道府県の二層自治体の存在を前提に、その双方を強化す

ることこそが、最もバランスのとれた方策ということになるだろう｡」（磯部力

「『分権の中味』と『自治の総量』」ジユリストＮＣ1031,1993年３７頁参照｡）

と述ぺておられますが、論文全体の趣旨からも、府県は憲法上保障きれたものと

捉えていると判断されます

（９）塩野宏教授の見解を検討する中で、第一の説が有力であることを示す。

塩野教授の見解は、「府県制論」自治論文集・地方自治法施行４０周年１０３頁

以下に記述されています。

塩野教授は、第三の説をとるのでありますが、

まず、次のように述べておられます。
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第一説をとる学説は、その根拠として挙げるところは、

○明治憲法のもとでも地方公共団体であった府県の完全自治体化が日本国

憲法の趣旨であること

○府県の存在なくしては国との関係で市町村自治は維持できないこと。

○地方の事務を処理するには市町村では足りず必然的に中間の単位のもの

が必要であること。

○憲法９３条の制定過程で府県、市町村が明示的に記されていたこと。

と、述べた上で、

塩野宏教授の見解を要約すると、

①制定過程で府県、市町村が明示的に記きれていた

のが､地方公共団体に変えられたことは､文理的

には、憲法上は、市町村及び府県という二重構

造の固定化がなされなかったと見るのが、素直

であろう。

②府県の完全自治体化が地方自治の本旨に、より適

合するとは言えても憲法自身が地方公共団体の

２段階構造を直接定めたものという結論が当然

に導かれるものではない

③市町村のあり方によっては、中間的団体を必要と

しないところも生ずることがありうる。

府県あっての市町村という主張は、感覚として

は理解できるにしても、これを解釈論の中に持

ち込むことができるかどうかは疑問である。

④完全自治体の完全二重構造が､地方自治の普遍的

あり方であるという比較法上の根拠もない。

以上の点からすると、第一の説は、解釈論としては、必ずしも説得的ではない

(104頁)。

そこで、第三の説が憲法解釈論としては、妥当なものと解きれる（105頁)。

と、結論を述ぺておられます。

地方公共団体の二段階構造の点については、「画一的な地方公共団体の二段階
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構造の固定化が果たして、より、地方自治的であるかどうかも、比較法的観点を

含めて考察する必要があろう｡」（107頁）と述べています。

そこで、私は、上記の田中二郎教授の憲法制定当時のＧＨＱとのやりとりの発

言、また、入江俊郎氏の立法当時の「地方自治の本旨」の内容の指摘の重さを、

塩野教授が評価していただけるならば、第一の説に与することになるのではない

かと考えるのですが、いかがでしょうか。塩野教授は、これらの事実にどの程度

「光」を当てられたのか、その考察過程を、ご教示いただければと考える次第で

あります。

(10）第一の説をとる私の見解の根拠について述べましたが、今後とも検討を重ねて

参りたいと思っております。

第８半[Ｉ′例

１最高裁大法廷昭和３８．３．２７判決・刑集１７巻２号１２１頁

（１）事件の概要

昭和２７年改正の自治法２８１条の２は、従前の首長公選制（区長）廃止して「特

別区の区長は、・・・特別区の議会が、都知事の同意を得てこれを選任する」と改

正しました。この選任制に改正になった後の昭和３２年８月の渋谷区長選任におい

て、区議会議員７名は、賄賂を収受したとして起訴された事件です。

刑事第一審は、特別区は、憲法９３条２項の地方公共団体に該るから、自治法の

選任規定(公選であるぺきなのに選任制に改正した規定)は、違憲無効であるから、

贈収賄は成立する余地がないとして、全員に無罪の判決を言い渡しました。

これに対して、検察側が跳躍上告したのが、本件最高裁判決であります

｢地方公共団体といいうるためには､単に法律で地方公共団体として取り扱われ

ているというだけでは足りず､事実上住民が経済的文化的に密接な共同生活を営

み､共同体意識を持っているという社会的基盤が存在し、沿革的に見てもまた現

実の行政の上においても、相当程度の自主立法権、自主行政権、自主財政権等地

方自治の基本的権能を付与された地域団体であることを要する」と判示し、「明

治１１年・・・以来・・・・特別区は、完全な自治体としての地位を有していた

ことはなく、・・・課税権、起債権、自治立法権を認められず・・・・憲法９３条

２項の地方公共団体と認めることはできない｡」と判決しました。
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学説からの批判

･有倉遼吉「区長公選をめぐる憲法問題」法律のひろば第１４巻第１１号４頁。

塩野宏『行政法Ⅲ（第３版)』１４０頁（注２）参照。

･宇賀克也法学教室２００３年８月No.２７５，９２頁参照。

「違憲な立法政策により自主立法権、自主行政権、自主財政権等を奪った状態

が継続していれば､憲法上の地方公共団体となりえないという循環論法に陥

ってしまうというというのはおかしいとの、厳しい批判がなされている｡」

当時の自治省の実務担当者のみならず、政府部内においても、特別区は憲法上の

地方公共団体であると考えていたことを重視すぺきです。

別紙資料：「憲法運用の実際についての第二委員会報告一国会・内閣・財政・地

方自治一」３６０頁。（鈴木俊一参考人発言）

（２）最高裁がこのように、循環論法に陥るような判断をして、敢えて収賄罪の成立

を認めたことは、厳しく批判きれるべきであります。

このような最高裁の判断を認めることは、とりもなおきず、憲法上保障されて

いるものを地方自治法によってくつがえすという「法の下剋上」を許すものとい

うぺきであり厳しく批判されるべきものであります。

したがいまして、この最高裁判決は、先例としての価値も、意義も、既に失っ

ていることは明らかでありますから、この最高裁判例を根拠にして道州制の憲法

上の位置づけの根拠とはなり得ないと言えます。

２事件の経緯、判決の評価

詳しくは、私の著書『道州制問題の法的視点』を参照願います。

いずれにしましても、この事件が贈収賄という刑事事件から出発していることが、

このような誤った判決につながったものと考えております。

第９結言命

１都道府県問題の結論について

以下の（１）～（６）の点から、都道府県は憲法上保障きれた地方公共団体である
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と考えます。

（１）府県は明治１１年の府県会規則から自治体として存在したこと。私の著書を参

照してください。

（２）憲法９２条の「地方自治の本旨」の中身は、市町村のみでなく府県をも含むと

憲法制定当時の立法経緯の事実からも、明らかであること。

（３）憲法９３条の地方公共団体には,マッカーサー草案の経緯から判断して,また、田

中二郎教授の上記発言内容から判断しても、府県を含んでいるのは当然であるこ

と。現行憲法の第９３条に｢都道府県｣という具体的な文言がないからといって、

府県は憲法上保障きれたものではないとの根拠にはならないということなので

す。

（４）憲法制定時及び地方自治法制定当時、政府・内務省は、道州制について、極め

て慎重・消極的であったこと。

（５）その後、逆コースの時代になって、政治的判断をしたとしか考えられないよう

な、内閣法制局長官による政府答弁は、別紙資料のとおり、「府県知事の任命制

と憲法との関係についての国会答弁要旨」にありますように、府県知事の公選制

を廃止して、これを任命制とすることも、法律をもってするかぎり、憲法上不可

能なこととはいえないとの判断をしております。

このような見解は、すでに述べましたように時代背景としては、逆コースの中

のものであり、私は、この見解が現在も維持きれるとは到底考えられないものと

判断しております。

逆コースの時代でのこのような内閣法制局長官の答弁を、あたかも、金科玉条

のものとして、都道府県を廃止ししても、それは立法政策の問題として許される

のであるとする道州制賛成論者の主張に対して、厳しく批判したいと思います。

実定法の解釈等を専門にしている行政法・地方自治法の研究者以外の論者の見解

の中には、制度設計論や区域・人口、財政面に焦点を当てて、道州制導入ありき

論に与する例も多く見受けられます。

しかしながら、まずは憲法を頂点とする法の支配のもと、憲法、地方自治法の

解釈から判断して行くべきではないかと思います

（６）以上の事実を､併せ考えれば､現行の都道府県を廃止することを前提とする「道

州制」は、明白に憲法に違反するというのが私の結論であります。
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２住民のワコールの点からの考察

また、戦後このかた、市町村長の場合は、住民のリコールよって辞職する例が多く

見受けられますが、都道府県知事が、住民のリコールよって辞職した例は、寡聞にし

て聞かないのであります。

道州制が採用きれたとした場合､平均１０００万人以上の人口となり、これは立法権・

司法権を有するアメリカの州の２倍近くの人口であり、このような人口構成の中で、

住民の声が届くとは、到底考えられないのであります。憲法第９２条の保障する住民

自治に反するものと考えます。

３投票の点からの考察

道州の長のリコールの件についてですが、電子機器を使用すれば、可能であるとの

反論がありそうです。これにつきましては、電子機器の故障等で投票に使わない自治

体が多く出てきております。また、投票箱から民主主義は生まれるものですし、現実

に足で歩いて、投票所に赴いてこそ自治は、根付くものと思いますので、将来的に自

宅からの投票行為に電子機器を活用するという恐れも考えられるところから、このよ

うな電子機器を活用する手法は、極めて抑制的でなければなりません。

現に神奈川県海老名市は、システムが信頼出来ぬとして、電子投票を取り止めてお

ります（毎日新聞Ｈ１８．１１．７，３面参照｡)。

これまでにも、すでに４県市で電子投票を取り止めているとの報道もなきれており

ます（前掲毎曰新聞参照｡)。

森川洋教授は、地域の声について、「地元村議会によって決議きれたような『声の

パワー』が重要であり、進歩した情報技術に依存することでこと足りるとする発想に

は賛成できない｡」（森川洋『ドイツ市町村の地域改革と現状』古今書院、２００５年、２

６６頁注（41）参照｡）と、総務省高島茂樹室長（当時）の主張に対して、厳しく批判

しています。傾聴すべき見解であります。

４道州制議論の本質的な面からの考察

また、平成１８年１１月８曰、自民党道州調査会（会長杉浦正健）から１１道州制

案を示して議論開始と報道されており、その際に、「メリット」、「デメリット」が示

きれたとの報道がされております。

このデメリットの中には、私がこれまでに触れてきました肝心の問題点には、何ら

触れられておりません。
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道州制採用の論議の本質的は、これは単なるメリット・デメリット等という表面

的な問題ではないという事なのです。住民自治を破壊し、また、自治の死をも、招

きかねないような、この道州制を導入することが、本当に、国民にとってどのよう

な意味をもたらすのかについて、真剣な国民的議論が、全くと言ってよいほど、な

きれていないことが問題なのです。

やらせの、ダウン・ミーティングではなく、道州制反対論者の意見も充分に聞き

時間をかけた議論がなされなければなりません。

いずれにしましても､私としては､このような道州制導入ありきの考えに対して、

厳しく反対していく覚悟でございます。

第１０ 広」或ﾌ行画工の進め方

１進め方の手法

筆者は、新藤宗幸教授（千葉大学教授）や、成田頼明（横浜国立大学名誉教授）

教授が主張されているとおり、当面は都道府県相互間の広域課題の処理を協調・協

力を重ね、ゆるやかな協議会というステップを積み上げてそれぞれの圏域で望まし

い姿を自主的に模索・構築していくことこそが、大切ではないかと考えます。

例えば、「八都県市首脳会議」（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、１１１

崎市、千葉市、きいたま市の８都県市）は、広域的課題に積極的に取り組み、多く

の課題解決に当たっています。

なぜに、このような｢八都県市首脳会議｣を、推奨するかと言えば、広域問題は、

必然的に国との関係が問題となる。そのときに、各自治体に持ち帰り、自治の主人

公である、住民に、問題点をフィードバックして、そこで議論して解決の方針を建

てて実施するというプロセスを踏むほうが、結局は、課題解決に対する住民のコン

センサスが得られて、時間も早いということになるのです。

各、関係する自治体が、行政・住民・議会等のツーウエイ、スリーウエイのチャ

ンネルを通して、合意形成を図ることこそが、求められる自治の姿であると考えま

す。

２道州制に踏み切ることの誤り

ここで一気に「道州制」に踏み切るということは、「角（つの）を矯（た）めて
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牛を殺す」（牛の角はもともと湾曲しているのがその本質であるのに、これを無理

に直せば本体の牛自身を殺す結果となるの意）ことと、同様に、現在の都道府県を

廃止して道州制を強行すれば、憲法上明確に保障されている「都道府県制度」を、

ひいては、地方自治制度そのものを根本的に滅失きせるという極めて、許しがたい

結果を招来することとなります。

地方自治を、「資本の論理｣、「財界の論理｣、「企業の論理」で進めてはならない

ということであります。同時に地方自治は、行きつ、戻りつしながら、地域住民の

納得のもとにすすめなければ、うまく行くものではありません。

第１ lこれカコらの基石楚的白老台′体としての町

村-のあり方

１基礎的自治体である市町村の足腰を丈夫に

まず、基礎的自治体である市町村の足腰を丈夫にする必要があります。

大森彌教授が、２０１０年(平成２２年）１月号の「ガバナンス」１８頁－２０頁で「小

規模市町村に配慮した基礎的自治体の重視を｣、「地方交付税制度機能の強化で基礎

的自治体の安心を｣、「地域を本気で再生きせよう」との記述にあるように、「地域

主権」を道州制論から切り離して、基礎的自治体が疲弊しない政策をとるべきであ

ります。

その際にはっきり認識すべきは、「補完制の原則」によっては、市町村の規模の

拡大（合併）は導き出せないということであります。

このことは、塩野教授の「行政法Ⅲ［第三版］行政組織法』（有斐閣、２００６年）

205頁からも、明らかであります。

総務省の山崎童孝氏が、「新しい『基礎自治体像』について（上)」（自治研究８０

巻１２号４９頁以下）で記述きれている合併を進める見解は、誤っているということ

であります。

現行憲法に規定のない、ヨーロッパ自治憲章の「補完制の原則」を根拠にして、

小規模自治体の事務、権限等を限りなく縮小きせていけば、既に述べた昭和３８年

の最高裁大法廷判決にいう、「自主行政権｣、「自主財政権｣、「自主立法権」が充足

していないとの理由から、憲法上の地方公共団体の座から、いつのまにか引きずり
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降ろされる、ということになるのであります。

このことに、極めて敏感でなければならないのであります。そもそも、「基礎自

治体」などという、町、村という憲法上の地方公共団体を否定するような憲法違反

の用語を創設することこそ、私の著書に明確に記述しているとおり、明らかに誤り

であります。

基礎的自治体と正しく記述されている、大森彌教授の前記論稿こそ、評価される

べきものであります。

２府県制度の空洞化政策の廃止

次に、府県に権限と財源を移譲せずに、府県を空洞化して、府県制度の外堀を埋

めるような姑息な手法は止めるべきであります。

このような、府県の空洞化についての諸政策は、道州制導入の画策のなにもので

もないことは識者であれば、誰もが分かっていることです。別紙資料の「熊本市自

治基本条例（案）について」（熊本法学第１１７号）を参照願います。

３府県への人材と財源の確保

府県が権限と財源の移譲を受けて、人材を補強すれば、十分に都道府県で対応が

できることは、当然のことなのです。なぜ道州なのか、なぜ、都道府県ではだめな

のか、全く理解できないということなのです。

いずれにしても、住民から程遠い「道州」をつくって、住民からのチェック機能

・監視機能が満足に働かない団体組織は、もはや、憲法上の自治体とは到底言えな

いと考えます。

このような、団体組織を、憲法上の地方公共団体と位置づけるのは、論弁のなに

ものでもないことをここで、はっきり、明言させていただきたいと思います。

現在、大分県佐伯市のように市町村合併で、市域が広くなりすぎて、選挙期間中

に、全市地域内を満足に回れないという現実が、報道きれています。これをどのよ

うに考えているのでしょうか。

また、香川県と大阪府よりも広く、島娘部を除いた東京都ともほぼ同じ面積（2,

177.67ｋmi）の高山市は、基礎的自治体として位置づけられるのか疑問と言わねば

なりません。
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仮に、道州制を採用すれば、私の標語であります「道州つくって自治ほろぶ、民（

たみ）の声はとどかない」という結果になることは必定です。

◇お礼のあいざつ

この最終講義の作成にあたりましては、原稿の入力等で熊本大学政策創造研究教育

センターの田尻琴美様に大変お世話になりました。厚くお礼申し上げます。

また、印刷にあたりましては、コロニー印刷の榎田美徳様にご無理を申し上げまし

た。ここに深くお礼申し上げます。ありがとうございました。
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